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視
経済体制論において，経済体制の分類ないし類型化はひとつの重要な研究領
域であると考えられる。けれども，体制の類型化はイデオロギーの対立を反映
したものとなりやすく， 体制の科学的概念の重要性はしばしば軽視されてき
た。その結果，•こんにちの経済体制は従来の枠組みを単に適用するだけでは捉
え切れないほどに多様化してきている。このように，体制類型化の基準ないし
図式が不十分であるということは，ある意味ではさまざまな体制の性質が十分
に理解されていないということにもなる。その意味で，経済体制をタイプ分け
することは単に多様な体制を便宜的に分類するという問題ではなく，現実の具
体的体制を一般的モデルのなかにどう位置づけるかという重要な概念化作業の
一環であるということもできる。
ところで，経済体制類型化の基準として従来から用いられてきたものは；相
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互調整様式（ないしは資源配分様式）と所有制度の 2つである。すなわち，前者は
市場か計画（ないしは指令）かということであり， 後者は私有か共有（ないしは公
有）かというものである。けれども， これらの基準についてはいくつかの問題
点があった。とりわけ，それら基準相互間の関係が論じられていないこと，ぉ
よび基準内の関係がはっきりしないことである！）。 そこで，本稿ではこうした
問題を中心にいくつかの体制類型化の図式を検討し，新しい体制類型化の意味
と可能性を探ってみることにしたい。
]I. 伝統的な類型化
どのような経済体制でも，人々の諸欲求を充足するための諸資源は常に希少
である。そのため資源が生産のためにどのように配分され，そこから生ずる所
得がさまざまな主体にどのように分配されるかが決定されなければならない。
その意味で，資源の配分様式は経済体制のひとつの重要な構成要素となる。そ
して，通常そのようなものと考えられているのが，市場と計画（指令）である。
これはまた資源配分の意思決定に着目して分権システムと集権システムとして
言及されることもある。この基準は体制分類の最も一般的なものであり，ほと
んどの論者がこの基準を採用している 2)。 これに従えば，たとえば経済体制は
伝統的経済，市場経済および指令経済に分類される 3)。
経済体制を区別するもうひとつの基準は生産手段の所有形態である。一般に
1)前者は所有と市場ゃ計画との関係にかかわり，後者は私有と共有との関係，市場と計
画との関係にかかわる。換言すれば，従来これらの概念を相互に関係づける議論が十
分でなかったということである。
2)こうした論者の中には，つぎに述べる生産手段の所有形態の相違もこの資源配分様式
の相違によって説明できると主張する者もいる。つまり， 経済体制は資源配分様式
というひとつの基準で捉えられている。例えば， つぎの箇所を参照されたい。 R. 
Eidem & S. Viotti, Economic Systems, Martin Robertson, 1978, pp. 75-79. 
3) G. Grossman, Economic Systems, Prentice-Hall, Inc., 1967 (大野吉輝訳「経済
体制論」東洋経済新報社， 1967年）， pp.15-16 (邦訳， 25ペー ジ）。
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表1 経済体制の伝統的類型化
~ 近竺門、私 有 1 公 有
市 場 1資本主義 1 市場社会主義
計 画 l計画資本主義 l社会主義
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生産手段の所有者が私的な個人である場合が私有財産制度であり，社会全体あ
るいは国家ないし特定の機関が所有者である場合は公有財産制度である。これ
らは通常，私有財産制度と市場機構，公有財産制度と指令とが結びついて，そ
れぞれ資本主義経済と社会主義経済と呼ばれている。
以上の 2つの基準を用いて表 1のように 4つの経済体制を類型化するのがこ
んにち最も一般的なものである％ けれども，冒頭で述べたように，こんにち
ではこのような単純な類型化ができないほどに体制が多様化しているところに
基本的な問題がある。ここに経済体制比較のための基準と類型の再構築の必要
が生じてくる。このような問題意識をもってこの問題に取り組んだ研究として
福田敏浩氏， ノイバーガーとダフィー (E.Neube屯er& W. J. Duffy), ホレソ
フスキー(V.Holesovsky)の研究がある5)。そこで，これらの 3つの所説を取り
上げ，上述の一般的類型化を含めて比較・検討してみることにしよう。
皿．類型化の試み(1)
福田氏の形態論的アプローチ (morphologicalapprqach)による経済体制類型化
4)例えば，つぎの箇所を参照されたい。気賀健三編「比較経済体制論講義」青林書院新
社， 1972年， 62~65ペー ジ。なお， 4つの類型の名称は論者によってさまざまである
が，本稿では4つの類型化を示すことに主眼を置いていることもあって，できるだけ
単純な名称を用いることにした。
5)福田敏浩「比較経済体制論原理」晃洋書房， 1986年； E. Neuberger &W. J.Duffy, 
Comparative Economic Systems: A Decision-Mak切:gApproach, Allyn and 
Bacon, Inc., 1976; V. Holesovsky, Economic Systems: Analysis and Compari-
son, McGraw-Hill Book Company, 1977. 
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図式からみてみよう 6)。まず，福田氏は経済（物財調達にかかわる人間生活の一領城）
を経済経過と経済体制に区別する。経済経過とは経済の日々の流れであり，生
産，交換，分配，消費，貯蓄，投資などの諸局面に区別される。一方，経済体
制とは経済経過を規定する枠組みである。結局，総体経済は経済経過と経済体
制とから構成され，前者は後者によって規定されるのであるから，総体経済は
一定の秩序を有する存在ということになる。この意味で，経済経過と経済体制
を内包する総体経済を経済秩序と呼ぶ。この経済秩序は経済外のさまざまな要
因の影響を受けるが，これを環境条件と総称し，それを自然条件，人的条件，
文化的条件の 3つに大別する鸞
ところで，経済体制それ自体も一定の秩序をもっている。この経済体制を構
成する諸形態を基本的構成要素と副次的構成要素の 2つに区別する。基本的構
成要素には，生産手段の所有方式と総体経済の調整方式があり，調整方式はさ
らに相互調整方式と上下調整方式とに区別される。相互調整方式は，市場経済
と中央管理経済に区別されるが，上下調整方式については，国家の経済施策の投
下点を基準にして， 3つの基本形態に類別される。第 1は自由放任方式であり，
国家が個別経済の活動に対して何らの影響力も行使しない場合の原則である。
第2は指令方式であり，自由放任方式の対極に位置するものである。この方式
では，国家が個別経済の環境条件，活動内容を決定する。第 3は誘等方式であ
り，如上の 2つの基本形態の中間に当たる。この方式では，国家は個別経済の
活動内容に直接干渉することなく，その疏境条件の操作・変更を通して個別経済
を一定の方向へ誘尋する。一方，生産手段の所有方式は，生産手段の処分権能
の所在を基準として私有と共有に大別され，私有はさらに個人的所有と法人所
有に，共有は国有，公有，社会的所有，集団（協同組合）的所有などに区分される。
6)福田氏の前掲書はすでに書評として扱ってあるので，・参照していただきたい。拙稿
（杏評），「福田敏浩著「比較経済体制論原理ー形態論的アプローチ」」，関西大学「経
済論集」第37巻第 1号， 1987年。
7)福田，前掲害， 179~183ページ。
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表2 形態論的アプローチによる経済体制の類型化
五直--!.杢~三門所有方式 相互調整方式 I上下調整方式
自由資本主義 私有 市場経済 自由放任
誘導資本主蔀 私有 市場経済 誘 導
管理社会主義 共有 中央管理経済 指 ＾ Tl 
市場社会主義 共有 市場経済 誘 導
（出所） 福田敏浩「比較経済体制論原理』， 195ペー ジ。
また， 経済体制の副次的構成要素は， 経済経過の諸局面（生産，交換，分配，
貯蓄•投資消費）に即して確定される 8) 。
このように福田氏は，．経済体制の類型化に際して，経済体制の基本構成要素
である所有方式，相互調整方式，上下調整方式を主要基準として選択するが，
3つの基準の中で生産手段の所有方式が第 1の基準とされる。その理由は，東
西の経済体制の根本的差異が所有方式にあること，相互調整方式と上下調整方
式の面では東西間に類同化・接近化の動きが生じていること，の 2点である。
こうして，まず生産手段の所有方式によって東西の諸経済体制が西の資本主義
（私有）と東の社会主義（共有）に大別される。つぎに，相互調整方式と上下調整
方式によって表2のように 4つの基本型が経済体制の現実型として確定され
る9)。
4つの基本型は経済体制の一般類型であり，現実の経済体制は各基本型のさ
まざまなヴァリエーションを示す。そこで，福田氏は誘導資本主義と市場社会
主義についてのヴァリエーションの確定作業を行う 10)。まず，誘導資本主義に
ついては，短期的な総需要管理による誘導方式と体系的な中・長期の経済計画
8)同上， 184~191ペー ジ。
9)同上， 191~196ペー ジ。
10)同上， 195~210ベー ジ。
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による誘導方式との 2つの型に区分される 11)。また市場社会主義のヴァリエー
ションについては，ユーゴスラヴィア型とハンガリー型の市場社会主義につい
てつぎのような確定がなされる 12)。
(1) ユーゴスラヴィア型市場社会主義
①所有方式………………社会的所有（労働者自主管理）
②相互調整方式•………••市場経済
③上下調整方式…………誘導方式
(2) ハンガリー型市場社会主義
①所有方式………………•国有
②相互調整方式…………市場経済
③上下調整方式…………誘導方式
以上のように福田氏は，所有方式，相互調整方式，上下調整方式の基準三元
論の立場に立ち， 独自の経済体制の類型化を提示しているということができ
る。そして，この類型化図式は多様化した現代の東西の諸経済体制と各体制の
ヴァリアントの質的差異を上記の一般的類型化よりもさらに一層明確にしてい
るといえる。けれども，どの類型化に関しては 2つの大きな問題点が残る。第 1
は，総体経済の調整方式を相互調整方式と上下調整方式に区別し，さらに相互
調整方式を市場経済と中央管理経済に，上下調整方式を自由放任方式，指令方
式，誘導方式に区分している点にかかわる。すなわち，上下調整方式の 1タイ
プである指令方式は，国家が個別経済の環境条件，活動内容ともに決定し，個
11)前者の誘導方式を代表するのがアメリカ合衆国であるが，後者はさらに 3つに区分さ
れる。第 1は経済計画が国家の政策実践の直接の指針であると同時に個別経済・経済
団体の活動の指針となるもので，その代表はフランスの経済計画。第2は経済計画が
国家の経済行動の直接の指針とはなっても，個別経済・経済団体の活動を拘束しない
もので，その代表はイタリアの経済計画。第3は国家の政策実践の間接的基礎となる
だけで，個別経済・経済団体に対する経済計画の最もゆるやかなもので， 日本の経済
計画がその代表とされている（同上， 199~204ペー ジ）。
12)同上， 207~210ページ。
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別経済に活動の自由を許さない方式である。とすれば，指令方式はこの定義に
よって相互調整の 1タイプである中央管理経済まで包摂していることになる。
また，自由放任方式の定義も既にそれは相互調整方式である市場経済を意味し
ている。その意味で，自由放任方式＝市場経済であり，指令方式＝中央管理経
済である。したがって，相互調整方式と上下調整方式とは明確に二分できる性
質0)もののようには思われない13)。第 2は，所有方式にかかわる。社会的所有
は労働者自主管理として把握されているが，この嶋合生産手段の実質的処分権
能の所在が問題となっている。けれども，生産手段の実質的処分権能の所在を
問題とすれば国有は指令方式であり，中央管理経済であると考えることもでき
る。したがって，所有方式ないし所有制度のより体系的な説明が必要とされる
ように思われる 14)。
N. 類型化の試み(2)
つぎに，ノイバーガーとダフィーの見解を検討してみよう。まず彼らは，経
済体制は生産・消費・分配の 3つの主要な額域の経済問題（何を，どのように，
どこで，いっ，誰のために）を解決するための社会的に確立されたメカニズムであ
り，意思決定構造(decision-makingstructure), 情報構造(informationstructure) 
動機づけ構造(motivationstructure), の3つの構造によって構成されるものと
考える 15)。それゆえ，彼らの経済体制研究の方法はDIMアプローチと呼ばれる。
第1の意思決定構造16)とは，経済的な意思決定権限(decision-makingauthority) 
13)換言すれば，調整法式を相互調整方式と上下調整方式にあえて区別しなくても，つま
り調整方式を例えば市場経済，中央管理経済，管理された市場経済（市場経済プラス
中央管理経済）と区分するだけでも主張されるところは十分に包摂できるように思わ
れる。この場合，管理された市場経済は誘導方式に当たる。
14)結局，この第 1の点と第2の点は，所有と調整方式との関係，私有と共有との関係，
および市場と計画（指令）との関係についての議論にかかわってくる。注 1)参照。
15) Neuberger & Duffy, op. cit., pp. 6, 14-15. 
16) Ibid., pp. 23-25, 30-49. 
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ー一決定可能な行為の集合の中から選択したり， あるいは他の行為者の行為
選択に影響を与えたりする正当な権カー一の社会メンバー間への配分構造の
ことである。これらの意思決定権限の主要な源泉としては， 伝統 (tradition),
強制(coercion), 所有権 (ownership), 情報(information)の 4つのものが考えら
れているが17), 経済体制の分析においてはこの意思決定権限の分配， つまり
「誰がどんな決定を行うのか」という側面が最も重要な側面のひとつである。
一般に，この側面は意思決定権限の集権・分権の程度によって考察されるが，
階層組織内での集権化の程度は上層の人々による下聞の人々に対する意思決定
権限の行使の（制御の）程度によって分析される 18)。こうした集権・分権の程度，
あるいは制御の程度は，行使される決定の数とその相対的重要性，および決定
行使の様式に依存する。前者は，公的部門による決定か私的部門による決定か
に，あるいは基本的な決定か否か19)に左右される。一方後者は，制御が，そも
そもひとつの行為だけしか許さない形をとるものなのか（命令），行為に対する
ものなのか（ライセンス）， 結果に対するものなのか（租税，、補助金）， あるいは目
17)意思決定権限の主要な源泉として挙げられている 4つの要因のうち，強制については
若干奇異に感じるが， ノイバーガーとダフィーはそのような例としてナチス・ドイツ
を挙げる (Ibid.,p. 35)。したがって，ここでいう強制 (coercion) はむしろ物理的
強制力 (force)に近いものと考えられる。ところで，時代の流れとともに4つの源泉
の重要性が変化していることに注目すべきである。すなわち，こんにちでは伝統，強
制よりも所有権，情報が，そしてさらに所有権よりも情報がその重要性を相対的に増
しているといってよいだろう。その意味で，体制分析の概念としての情報の重要性が
高まっているといえる。
18)階層組織以外の場合は，集権化 (centralization)の概念ではなく集中化 (concentra-
tion)の概念が用いられる (Ibid.,pp. 24, 40)。
19)ノイバーガーとダフィーは，主要な経済的決定一何を， どのように，いっ， どこで，
誰のために一を，生産決定 (productiondecisions)一どのように， いっ， どこで一
と目標関連決定 (goal-relateddecisions)一何を， 誰のためにーとに区分して，前
者よりも後者にかかわる意思決定権限を上位の個人・機関が有する場合のほうがより
集権的であるという判断を下す (Ibid.,pp. 31-32)。本文の基本的な決定とはここで
いう目標関連決定のことである。
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的に対するものなのか（説得）に応じてその集権・分権の程度，あるいは制御の
程度が異なる。このようにして，経済体制の集権・分権ないし集中・分散の程
度の大まかな姿を知ることができる。
つぎに，第2の情報構造20)とは，経済的データの収集，移送，処理，蓄積，
修正，分析のために確立されたメカニズムとチャンネルのことである。情報構
造の機能は意思決定と結びついた不確実性を減少させることであり，そのため
に必要とされる情報構造のタイプは環境の性質や意思決定構造，動機づけ構造
の性質によって決定される。情報構造の基本的側面は，情報フローの方向であ
り，垂直的フロー（中央計画システムに必須），直接的水平的フロー（市場システムの
本質），間接的水平的フロー（後述の市場サーベイ・モデルでとくに必要とされる）の
3つのものが考えられる。ところで，意思決定の相互調整の問題は情報構造に
深くかかわるが，このような情報フローによって情報構造がすべての意思決定
者に対して，相互調整を達成するための十分な情報を供給しない時， 2つの可
能な選択肢が考えられる。ひとつは十分な情報を供給できるように情報構造を
改めることであり，もうひとつはすでに情報を有する主体に意思決定の権限を
もたらすよう意思決定構造を改めることである。
最後に，動機づけ構造21)とは意思決定者がその意思決定の権限を行使する様
式であり，比較経済体制論の中で最も遅れている研究領域であるゆ。動機づけ
構造の本質は， 行為者がそれによってみずからの決定を実施できるメカニズ
ム，つまりある行為者が自己の希望に他の行為者を従わせる様式，すなわち動
機づけの型にある。動機づけは基本的に，可能な行為の制限，行為の結果を決
20) Ibid., pp. 25-27, 50-60. 
21) Ibid., pp. 27:_29, 61-73. 
22)しかし，動機づけを扱った研究がないわけではない。例えば，グレゴリーとスチュア
トー (Gregory& Stuart)は経済体制の基本的属性のひとつとしてインセンテイヴ
を加えている。 P.R. Gregory & R. C. Stuart, Comparative Economic Systems, 
Houghton Mifflin Company, 1980, pp. 12-13, 19.:_21. 
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表3 DIMアプローチによる経済体制の類型化
伝 統 伝統的体制
市 分権的
完全競争市場体制
不完全競争市場体制
ランゲ型体制 I
場 集権的
中央市場サーベイ体制
計画 市場
指示的計画体制
「見える手」体制
分・権的
計
ランゲ型体制 Il
ランゲ型体制 m
集権的 集権的指令体制
画
集権的連帯体制
（出所） Neuberger & Duffy, Comparative Economic Systems, p. 103. 
定する事象 (events)の制御，その結果の行為者にとっての有用性の変更，およ
び行為・結果・有用性の知覚に影響を与えることによって行われるが23), そも
そもの動機(motive)は，伝統，自己中心性，連帯性，強制に基づいている。と
ころで，動機づけ構造の中で最も重要なものはインセンティヴ構造である。イ
ンセンティヴ構造とは，他の主体によって選択される行為の諸結果に影響を与
えるためにある主体によって操作される事象の集合のことであり，これには正
のインセンティヴ構造と負のインセンティヴ構造の 2つのものがある。前者は
物質的便益，非物質的便益を与えることにより，後者は物質的便益，非物質的
便益の撤回により他の主体の行為に影響を与えようとするものである。
ノイバーガーとダフィーは以上の経済体制の理解の上に，表 3のような体制
の類型化を提示している。
23)可能な行為の制限による動機づけは計画経済の顕著な特徴であり，事象の制御はすぺ
ての経済体制に共通である (Neuberger& Duffy, op. cit., pp. 65.:_66)。
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まず，伝統的体制(traditionalsystem)24lについては， 意思決定構造は一見分
権的であるように思われるが，慣習的に伝統を解釈する役割を果たす個人・集
団がその権威を用いることで意思決定を集権化することができる。情報構造は
原始的で他の者に関する情報はほとんどなく， 動機づけ構造は過去に行った
ことに対する無条件の固執， という特徴づけがなされる。つぎに， 市場体制
(market system)25lは， 分権的体制と集権的体制とに大きく二分され， それぞ
れがさらに 2つの体制に分かれ，計4つの体制に類型化される。第 1は，完全
競争市場体制 (perfectlycompetitive market'system)で，意思決定・情報構造
の完全分権化と完全情報， および利己的行動に基づく動機づけがその特徴で
ある。第2は， 不完全競争市場体制 (imperfectlycompetitive _market system) 
で， 意思決定・情報構造が完全分権・完全情報から離れる。第3は， ランゲ
(Lange)型体制I2s)と呼ばれているもので，基本的決定にかかわる決定権限の
完全集権化とその他の決定権限の分権化を特徴とするが，情報，動機づけに関
しては，ランゲはほとんど何も言ってない。この体制が市場体制のひとつに数
えられるのは，この体制では消費者主権が想定され，中央計画当局は消費者需
要と生産費の変化に受動的に反応すると考えられているからであ27)。最後に
第4は，中央市場サーベイ体制 (centralmarket survey system)であり，意思
決定構造は分権的であるが，情報構造は相対的に集権的な体制である。すなわ
ち，意思決定権限を有しない中央機関が市場情報を収集・処理し，それを市場
24) Ibid., pp. 104-105. 
25) Ibid., pp. 77-83, 105-109. 
26)こ1れはつぎの論文の中で主張されているものである。 OskerLange, "On _the Eco-
nomic Theory of Socialism," in B. E. Lippincott (ed.), On the Economic 
Theory of Socialism, University of Minnesota Press, 1938. 
27) Neuberger & Duffy, op. cit., pp. 90-95. ランゲの構想は要するに， 生産手段共
有の下で， 自由競争市場によって自動的に果たされる機能を中央計画当局が意識的に
遂行しようとするものである。具体的には，中央計画当局が試行錯誤によって需給を
反映した価格を設定すると同時に，経営者に生産費最小の指令と限界生産費＝価格の
指令を遵守させることによって経済運営を行う。
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予測の形ですべての経済主体に伝える体制である。
計画市場体制(plannedmarket systern)28lは2つの体制に類型化されるが，そ
の一般的特徴は若干の優先的決定が行われることである。まず，指示的計画体
制(indicativeplanning system)は，経済の主要セクターの代表によって作成さ
れる指示的計画を基本的特徴とする（その意味で意思決定・情報構造のある程度の集
権化が生じる）が，動機づけ構造は連帯性と自己中心性に基づく。これに対して，
「見える手」体制("visiblehand" system)は，マクロ経済的決定は中央当局に，．
ミクロ経済的決定は企業，消費者に委ねる意思決定構造， 「社会にとって良い
ものは各人にとっても良いもの」という考え方をとる情報・動機づけ構造をも
つ。これらの 2つの計画市場体制の間の決定的相違は，前者が基本的決定のい
くつかを中央政府が制御するのに対して，後者はすべての基本的決定を制御す
る点にある29)。
計画体制 (plannedsystern)30lは4つの体制に類型化される。ところで，先に
述べたランゲ型体制 Iは比較経済体制の研究者には周知のものであるが，この
体制の 2つのヴァリアントであるランゲ型体制I,Ilについてはほとんど注意
が払われてこなかった。ひとつはランゲ自身によって提示された体制であり，
もうひとつは体制 Iに対して論理的に導出される体制である。ランゲ型体制 I
は完全競争市場で形成されると考えられる価格を中央計画当局が意識的に設定
しようとする体制であり， 計画当局自身の選好を実施に移すものではなかっ
た。その意味で，この体制は市場体制のひとつと考えられた。これに対して，
ランゲ型体制II'Illは，中央計画当局が当局自身の考える目的関数を定義し，
それに基づいて経済を運営していく体制である。つまり，‘ランゲ型体制Iにお
いて計画当局が一人の決定者からなる機関でない限り，計画当局のメンバー間
28) Ibid., pp. 107-109. 
29)具体的には，指示的計画体制の代表はフランス， 「見える手」体制の代表はハンガリ
でーある。
30) Ibid., pp. 95-98, 109-113. 
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のコミュニケーションの問題が生じてくる。この問題に対処するのが，ランゲ
型体制Il,Ilである。まず第 1に，ランゲ型体制Ilは中央計画当局が二重価格
（生産者に対する価格9と消費者に対する価格）を用い，財価格が当局の設定した価格・
と一致するまで試行錯誤によってこれらの 2つの価格体系を変えて行く体制で
ある。第2のランゲ型体制Ilは，企業の設備能カ・原材料・技術，労働供給，さ
まざまな商品に対する消費者需要の弾力性等についてできる限り多くの情報を
えるために，情報構造を集権化し中央計画当局が直接に価格を設定する体制で
ある。計画体制の第 3は，集権的指令体制(centralized・commandsystem)で，意
思決定・情報構造は完全な集権化，動機づけ構造は自己中心性あるいは強制に
よる。最後に第 4は，集権的連帯体制 (centralizedsolidarity system)で，連帯
性に基づく動機づけ構造を最大の特徴とする。
以上が，ノイバーガーとダフィーによる経済体制の類型化であるが，彼らの
類型化の特徴は何と言っても経済体制を分析するための枠組みとして提案され
た DIMアプローチに基づいているということである。すなわち，経済体制を
意思決定構造，情報構造，動機づけ構造の 3つの相互作用から捉えることによ
り体制の特色と同時に問題点が明瞭になる。
たとえば，後進国が中央計画を採用する場合，意思決定の基礎となる十分な
情報を意思決定者に供給できる情報構造とそれを実施に移すことのできる動機
づけ構造が同時に必要とされるが， 通常このような情報構造と動機づけ構造
が保証されないままに意思決定構造の集権化が行われたところに問題があっ
ャ31)
~0 
31) Ibid., p. 15. このように， 意思決定構造，情報構造， 動機づけ構造は個々別々に考
察されるのではなく， その相互関係が同時に考察されることが肝要である (Ibid.,
p. 29)。現存社会主義の諸問題も結局はこれらの 3つの構造の相互関連が十分に考慮
されていなかったところに原因があるといってよい。つまり，現存社会主義にみられ
る意思決定構造の極端な集権化は情報構造に過大な負担をかけると同時に動機づけの
問題を抱えることになる。情報構造と動機づけ構造にほとんど言及されていないラン
ゲ型体制についても同様なことがいえよう。
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このように，このアプローチは体制を単に類型化するだけでなく，そのなか
に精密な分折の可能性を有するものである32)。その意味で， DIMアプローチは
今後の体制分折に大きな示唆を与えるものと思われる。
けれども，この類型化に問題がないわけではない。なかでも，この類型化は
所有制を考慮に入れていない。したがって，所有に基づく類型化と DIMアプ
ローチによる類型化とがどのように関係するのかが大きな問題となる。彼らに
よれば，所有権に基づく類型化は意思決定権限の源泉に基づいて経済体制を分
類しようとするものである。すなわち，それは資源に対する制御（したがって，
意思決定権限）と所有権とを同一視している。確かにこの対応関係が常に成り立
つのであれば問題はなく，所有権による類型化と DIMアプローチによる類型
化は一致する。けれども，それは常に成立するものではない。すなわち，生産
諸要素の所有権は意思決定権限の必要条件でも十分条件でもない。結局，所有
権は相対的な概念であり，所与の対象に対する権利の束として定義されるべき
である。したがって，意思決定権限が主要な変数であるとすれば，その不完全
な代替物である所有権によって類型化を行うよりも意思決定権限それ自体を直
接問題とすべきである，というのが彼らの立場である33)。
ノイバーガーとダフィーの以上のような立場はある程度は認められるとして
も全面的に受け入れることには疑問が残る。というのは，確かに彼らの言うよ
うに，生産要素の所有権は意思決定権限の必要条件でも十分条件でもないかも
しれないが，所有権がその大きな源泉であることは間違いないからである。そ
の意味では，所有権による類型化も無視できないと思われる34)。たとえば，彼
らの類型化において生産手段の社会的所有の体制であるランゲ型体制 Iが生産
32)すなわちこのアプローチは，意思決定構造，情報構造，動機づけ構造の 3つの概念を
用いて，所有と市場・計画との関係，私有と共有との関係，および市場と計画との関
係を分折できる可能性を有している。注 1)参照。
33) Ibid,. pp. 113-114. 
34)このように述べることは，所有権が諸権利の束であるという考え方を否定することを
意味しない。むしろ，そのように考えることによって体制分析はさらに精緻化される
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段の私有を認める市場体制の一類型とされているのはこの点を明示しているよ
うに思われる。、
いずれにせよ， ノイバーとダフィーの類型化（というより体制分析の枠組み）に
は，所有権の扱いに大きな問題を残すものの，体制分析としては見るべきもの
が多いということができよう。
V. 類型化の試み(3)
最後に，ホレンスキーの見解を検討してみよう。彼の主要な関心は，具体的
な国民経済を個別的に論じることではなく，できる限り体系的に経済体制を捉
えることにある。経済体制の内容を体系的に捉えるためには類型化の図式が必
要とされるが，従来の比較経済体制論ではこの問題は軽視されてきた。このよ
うな状況に対して，ホレソフスキーはさまざまな体制の理解は類型化図式のな
かに反映されるという考え方から，類型化作業を重視し，彼独自の類型化を提
示している。また，「社会主義」 (socialism)という言葉によって多くの混乱が
もたらされたことを指摘し，その意味からも科学的な類型化の必要性が強調さ
れる35)。
さて，彼は類型化を提示するに先立って，経済体制がどのようなものと考え
られるかを定義する。彼によれば，経済体制は，資源，参加者，プロセス要素
(process elements), および制度，という 4つの主要な要素から構成される36¥
資源のなかには，天然資源だけでなく人的資源も含まれる。参加者は個人だけ
と考えられる。しかし，意思決定権限の多くのものをいわゆる所有権という概念が説
明する場合（東西の経済体制を比較する場合）， 所有権による類型化もひとつの大き
な意味をもつであろう。
35) Holesovsky, op. cit., pp. 5-6. つまり端的に言えば，こんにち社会主義経済と呼ば
れる体制は本来の意味の社会主義経済体制ではなく，そのような体制を社会主義経済
体制と呼んでいたところに最大の混乱の原因があるということである。その意味で，
彼は現代の社会主義諸国を社会主義経済と呼ぶことを拒否するが，この修正もロシア
革命以来の混乱を考虚に入れると遅すぎるという。
36) Ibid., pp. 16-25. 
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でなくさまざまな集団も含まれ，それぞれの参加者のもつ選好や参加者間の関
係が重要な問題となる。プロセス要素とは，資源や参加者のような対象ないし
物ではなく，その体制の参加者が従事する諸活動のさまざまな側面や諸結果の
ことである。したがって，そのリストば情報から始まり，決定，実施，結果と
続いていく。最後に，制度は参加者を結びつける安定化した諸関係のパターン
ないしはプロセス要素の特定の運動形態・パターンであり，市場，奴隷制，私
有制などがその例となる。
以上のような体制理解に立って，ホレソフスキーは体制の類型化を試みるの
であるが， 彼の類型化の最大の特徴は所有形態による経済体制の類型化と資
源の配分様式による経済体制の類型化とを別々に提示しているということであ
る。そこで，まず所有形態による経済体制の類型化37)からみてくいことにしよ
ヽ•つ。
所有形態基準の最も基本的なものは，生産手段に対して誰が所有権原を有す
るか，すなわち私的個人か公的機関かというものである。そして通常それは私
有と公有とに分類される。けれども，所有は当該経済体制においてどのような
種類の意思決定権限が経済主体間にどのように分配されているかのパターンに
かかわるものである。すなわち所有権とは所有権対象の使用についての意思決
定をなす権限のことであり，この権限は特定の個人あるいは集団によって行使
される。したがって，所有権をその所有者が行使するとき，他の個人，集団は
そこから排除されることになるが，この所有権の行使と排除のパターンがすべ
ての所有権の基礎になる。換言すれば，所有権の行使は社会的承認を必要とす
る。その意味で，所有権はひとつの「権利」となっている。さらに， 「所有権
という権利」は現実には「権利の束」である 38)。このような観点から，従来の
伝統的な所有形態による経済体制の分類と異なる新しい経済体制類型化の可能
37) Ibid., pp. 38-60. 
38)こうした考え方はいわゆる「所有権パラダイム」にみられるものである。拙稿，「所
有権制度分析のための枠組み」，関西大学『経済論集」第36巻第 6号， 1987年， 120~
125ページ，および脚注13),52), 63)を参照。
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性が生まれてくる。
ホレソフスキーは， まず所有権を「形式的所有権」 (formalownership)と
「実質的所有権」 (substantiveownership)とに分ける。「形式的所有権」とは法的
に認められた所有権原 (legaltitle of ownership)のことであり， 「実質的所有
権」とは所有権の現実的・実際的内容，所有権の行使のことである。そして，
彼はこの「実質的所有権」をつぎのような権利の集合であると考える39)。
(1) 管理権(custodyrights) : 所有資産の現実の利用に関する決定を行う権
限。これは， その資産の「占有」 (possession),実際的「制御」 (control)
あるいは「管理」 (management)を意味する。
(2) 用益権(usufructrights) : 所有権の対象の利用から生じる新しい資産の
専有 (appropriation)を，現実の生産物の形であるいは所得（賃金，利子，レ
ント，利潤）の形で，主張する権限。
(3) 譲渡(alienation): 他の主体に販売や遺贈を通して移転すること。
(4) 破壊(destruction)
ところで，法的な所有権限と「実質的所有権」の行使との区別は非常に重要
な意味をもってくる。すなわち，もし法的な所有権者がその実質的な機能（特
に，管理権と用益権が重要である）を他者に委譲したり，数人の主体に分割したり
すれば，さまざまな所有権の形態が生じてくることになる。このような立場か
ら体制の類型化をホレソフスキーは試みるのであるが，彼はさらにもうひとつ
の重要な指摘を行っている。すなわち，所有権は，物的生産資産という意味で
の生産手段に対して及ぶだけではなく，労働もまた所有権の対象であるという・
のである40)。したがって，労働が物的資産に対する実質的な所有権の行使から
排除されるか否かという軸が体制類型化の基準として加えられる。その意味で，
現存社会主義は国家資本主義(statecapitalism)と呼ばれ，資本主義の 1タイプ
39) Holesovsky, op. cit., pp. 41-43. 
40) Ibid., p. 42. 
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表4 所有形態による経済体制の類型化
集 団， 制 度
I 産
所有権原の所在 個 人
社 会 1国家，政府 I 自選集団
所有権原者の実質的所有 直
委任
直 委 直 委 直 委
権（管理権）行使の様式 接 接 任 接 任 接 任
労働は権利をもたず，他 奴隷制
の資産と同じ
所 不
有
労働は限られた権利をも
封建制 季奉年公 在 強働所制収労容
に つが，移動の自由はない 所
お 労働は自由であるが，物 有 公 国 家
i 5 
法
け 的生産資産に対して実質 ユ 営
家 族 人
る 的権利をもたない（賃労 制 I 資 資 資
労 働） 企
本 本 本
ゴ 贔贔 贔働 型 業
の 自
i I
部 完 :r 生地 労働が自由で，物的生産 ロビ
全 主 産
位 ンソ 族 ミ資産の使用を制御する ン・ 共 炉目 ユ 協クル 経 産 理 同ソー
贔
I 
讐済 ン
（出所） Holesovsky, Economic Systems, p. 47. 
とされる41)。
以上の観点から，ホレソフスキーは表4のような所有形態による経済体制の
類型化を提示する。
つぎに，配分様式による経済体制の類型化42)について考えてみよう。配分様
式基準はプロセス要素（情報，インセンテイヴ，決定）がどのように構成され，そ
れらが相互にどのように関係しているかにかかわる。すなわちそれは，生産者
および生産物の消費者としての 2つの基本的役割をもつ参加者が，プロセス要
素を通して，相互に関係している様式に基づくものである。このような配分様
41) Ibid., pp. 55-57. 
42) Ibid., pp. 61-85. 
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表5 配分様式による経済体制の類型化
505 
移転システム 交換システム
多方
倍j,'晶・労前）J市場
（責本主義）
ある程度の
「見える手」
参加I
「自由放任」
自発的厭子
自已祖論的
織
（出所） Holesovsky, Economic Systems, p. 67. 
廂品市場のみ
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・式としては，移転 (transfer)に基づく直接配分システムと交換取引に基づく市
場システムの 2つのものが考えられる43)。
移転とは，受け手が条件としてお返しに等価物を何ら与えることなく生産
物や貨幣の持ち主が変わることである。移転の最も単純な形態は一方移転
(unilateral transfers)であり，その原型は贈与である。原則的に，移転はこの
ような一方的行為であるが，移転された財・サービスの受け手が返礼するよう
になると双方移転(bilateraltransfers)の形態に変わる。交換と同じように交互
作用はあっても，まだ財・サービスの等価物の持ち主が変わるという恒常的関
係が存在しないという意味で，双方移転は移転から交換へ至る配分の過渡的形
態であるということができる。また，他の経済組織と接触する場合，寵接配分
様式の普遍性は必然的に多方移転(multilateraltransfers)に通じる44)。
一方，市場・交換システムは，所有権モデルにおける「独立した生産者の所
有者経営企業」と「資本主義」の区別に対応して，商品（生産物）のみの市場と，
労働市場と商品市場の統合した市場の 2つのタイプに分けられる。所有権モデ
ルにおける 2つの形態と配分モデルにおける 2つの形態との対応は，独立生産
者がすべての基本的生産要素の所有権を自ら有しているということの当然の帰
結である。こうして，資本主義は基本的な配分プロセスによって生産物市場と
労働市場の結合したものとして定義される。資本主義的配分システムのヴァリ
アントは，市場圧力の程度と市場介入の性質とによって，自由放任モデルから
中央管理された配分モデルまでのスペクトルを描く 45)。
以上の基本的な考えの方に，ホレソフスキーは表 5のような配分様式による
経済体制の類型化を提示している。
ホレソフスキーの類型化の中で， 注目すべきは労働の扱いである。すなわ
ち，所有形態による経済体制類型化においても労働の地位が大きな役割を果た
43) Ibid., pp. 62-64. 
44) Ibid., pp. 64-66. 
45) Ibid., pp. 66-68. 
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したが，配分様式による類型化においても労働は同様に重要な役割を果たして
いる。つまり伝統的な見解では， 中央管理システム（「中央指令計画化」あるいは
「中央計画経済」とも呼ばれる）は資本主義的配分様式と大きく異なるために，そ
れ独自の配分モデルとして扱われているのに対して，ホレソフスキーは資本主
義的配分様式を定義する 2つの特徴である生産物の販売・購入と賃労働がとも
に公式に存在するという理由で，それを資本主義的配分様式と同種のものとし
て扱っている。けれども，市場圧力を抑える量的程度の変化は質的な変化，す
なわち資本主義的配分様式から中央指導された多方移転システムヘの変化につ
ながらないといえなくもない。こうしたことから，中央管理システムは 2つの
様式の混合したものと考えられている 46)。このように，現存社会主義と理念像
としての社会主義をはっきりと区別し体制の類型化を行っている点にホレソフ
スキーの類型化医式の大きな特徴がある＇。この点は，現実の姿と理念像が混同
されがちであった体制分析の歴史に照らしてみるとき大きな意味をもってくる
ょうに思われる。
ところで，ホレソフスキーは所有権モデルと配分モデルの関係をどのように
考えているのであろうか。つまり， 2つのタイプの類型化はどのように関係す
るのか。この点について彼は基本的には，商品のみの市場と所有者経営企業・
生産協同組合・コミューンとの対応関係，商品・労働市場と各種の資本主義経
済との対応関係がみられるけれども，明確な解答は見出せないという 47)。
以上の特徴をもつホレソフスキーの体制の類型化は広範な制度，体制を視野
に入れ，極めてユニークなものであるが，その反面でそのために類型化として
はやや複雑になりすぎているという欠点をもつともいえよう。
46) Ibid., pp. 70-71. また，そうした観点から， 中央管理経済の表5における配置が考
えられている。
47)しかし，ホレソフスキーはこのように主張しながらも，体制（東西の体制）間の相違
を所有制に求め， 体制内の相違を配分様式に求める可能性も認めている (Ibid.,p. 
74)。注2),51)参照。
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V1. 新しい類型化の意味と可能性
—結びにかえて一一
以上，経済体制頬型化の 4つの所説ー一伝統的アプローチ，形態論的アプロ
チー， DIMアプローチ，ホレソフスキーのアプローチーーを取り上げ，個々
に検討してきたが，ここで4つの所説を相互に比絞・検討し，それを踏まえて
筆者なりの体制類型化の図式を提示し，それを含めた新しい体制類型化の可能
性と意味について触れてみることにしたい。
まず，伝統的類型化については，経済体制の最も一般的なタイプを示すものと
して確かにこんにちでもそれなりの意味を有することは否定できない。 しか
し，多様化した視代の経済体制の類型化を示すにはあまりにも単純すぎる。さ
らに，類型化の図式そのものに議論をさらに深める概念が明示的に含まれてい
ない。つまり，私有と共有との関係，市場と計画との関係，および所有形態と
謡整機構との関係が何ら議論されていないということである。
つぎに，福田氏の形態論的アプローチによる類型化は多様化した現代の東西
の諸経済体制と各体制のヴァリアントの質的差異をうまく説明しているように
思われる。とくに，所有方式を東西の体制の根本的差異と捉えた上で，調整方
式を加えてくる手法は注目に値する。けれども，すでに述べたように所有方式
と調整方式との関係がいまひとつ明確でないという点と，伝統的類型化にみら
れたものと同様の問題を姐えるように思われる。つまり，形態論的類型化の図
式そのものに体制分析をさらに展開するための有用な概念が含まれていないよ
うに思われるのである48)。
ノイバーガーとダフィーの DIMアプローチは経済体制の一般理論としては
極めて多くの示唆を与えてくれるが，体制類型化の図式としてはもうひとつ物
足りない。つまり，各体制の特徴と問題点を捉えるには非常に有効なアプロー
チであると考えられるが， 各体制を分類する際の基準としてはやや問題を残
48)もっとも，これは形態論的アプローチに内在的なものであるかもしれない。
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す。結局，所有制の相違を考慮に入れないところが大きな問題点として残って
しまう印象を拭い切れない。その意味で，福田氏の形態論的アプローチとその
長短を逆にしているということもできる。すなわ・ち，類型化の図式それ自体と
してみた場合には形態論的アプローチに一日の長があり，類型化図式に基づい
て体制の具体的な特徴や問題点をさらに議論・吟味していく場合には DIMァ
プローチが優るように思われるのである。・
最後に，ホレソフスキーの体制類型化はこれまでの体制類型化の議論上にあ
るとはいえ，かなりユニークなものである。そのユニーク声の源泉は何と言っ
ても，労働の地位を重視したことである。つまり，賃労・働が存在するか否か，
あるいは労働市場が存在するか否かに大きな比重が置かれている。彼の類型化
図式は適用範囲の広さのために明瞭性に欠ける嫌いがあるが，体制類型化図式
にこのように労働の地位を加えたことは特筆に値する。というのは，資本主義
経済と社会主義経済との対立点のひとつは正に労働の地位に関するものであっ
たと言っても言い過ぎではないからである。その意味では，彼の類型化図式の
ようなものが出てきても何ら不思議はないし，むしろ当然のことのように思わ
れるのである。
ところで， 筆者はかねてから所有権分析のためには「所有主体」・「所有客
体」・「所有内容」が基本的な概念となるという立場を採ると同時に，所有権制
度把握のための枠組みとしてつぎの 5つの視座を提示してきたが49), ホレソフ
スキーの所有形態による体制の類型化図式はこの考え方を経済体制の類型化に
(1) 所有主体：①第 1次主体③第2次主体
(2) 所有容体
(3) 希薄化の程度：所有内容の制限の程度
(4) 主体の民主化（あるいは自律化）の程度
(5) 対応する価値観
. 49)拙稿，前掲論文， 137~145ページ参照。
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適用したものと考えることができる。つまり，所有権原の所在として，個人，集
団・制度（社会，国家，自選集団）が挙げられているのは所有主体に相当するし，管
理権の直接行使と委任の区別は第 1次主体と第2次主体に通ずるものである。
物的生産資産と労働との区別は所有客体の区別である。また，所有権原，管理
権，物的生産資産に対する実質的権利は所有の内容にかかわるものである。さ
らに，労働の地位の問題は主体の自律化に関係してくるものと考えられる。第
5の視座は明示されていないが，彼が分析に先立って民主社会主義の立場であ
るとことわっている 50)ことに関係してくる。
以上のように，所有形態による体制類型化は筆者の採る所有権制度分析のた
めの枠組みに正確に対応するものと考えることができる。その意味で，ホレソ
フスキーの類型化図式は極めてユニークであると同時に今後の所有権制度分析
に大きな示唆を与えているように思われる。
以上，経済体制類型化の 4つのアプローチを相互に比較・検討してきたが，
その結論として言えることはそれぞれ長短を持つということであった。その意
味では，採用される類型化の図式は分析者が分析しようとする問題に依存する
といえよう。その意味から言えば，筆者はここで現代の経済体制の多様性を把
握することができ，その中に各体制の特徴と問題点を具体的に捉え，議論をさ
らに展開しうる体制類型化図式の可能性を考えることにしたい。そうした立場
からすれば，ここで提示される図式は結局福田氏の形態論的アプローチによる
類型化図式とノイバーガーとダフィーによる図式との折衷案ということができ
よう。つまり，まず所有形態の差異によって東西の経済体制を共有体制（社会主
義体制）と私有体制（賓本主義体制）に大別し，それぞれの体制内のヴァリアント
はDIMアプローチによって細分することができよう。具体的には表6のよう
な類型化図式の可能性が考えられる51)。
50) Holesovsky, op. cit., p. 6. 
51)この類型化図式にホレソフスキーの類型化図式が明示的に組み込まれていないのは，
彼の類型化の扱う範囲の広さに関係がある。つまり，筆者はここで現代の経済体制の
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表6 新しい類型化の可能性
分 権
完全競争市場体制
的
不完全競争市場体制
中央市場サーベイ体制
集 権 的
指示的計画体制
ランゲ型体制I
分 権 的 ランゲ型体制I
「見える手」体制
ランゲ型体制I
集 権 的 集権的指令体制
集権的連帯体制
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表6は基本的には福田氏の形態論的アフ゜ローチに従いながら，所有体制を私
有体制と共有体制に大きく二分したのち，意思決定構造，情報構造，動機づけ
構造（特に前2者）に着目しながら各体制内のヴァリアントを確定しようとする
ものである。
ところで，このように新しい類型化の可能性が考えられるのであるが，それ
ではその意味はどういうところに求められるのであろうか。この点に関しては
基本的に，従来からともすれば一方の体制の現実と他方の体制の理念像との比
較に陥りがちであった体制分析にひとつの客観的な基準を与え，体制比較をで
きるだけ体系的に行いうるようにすることにその狙いがあるといってよい。そ
の意味で，ここで取り上げた 4つのアプローチはそれぞれの類型化図式に基づ
いて現実の，あるいは理念的な各種の体制分析を試みているわけであるが，こ
こでひとつの可能性として示された新しい類型化図式もそのような作業を通し
てさらに緻精化される必要のあることは言うまでもない。これらの点は今後の
課題として行きたい。
類型化図式の可能性を提示しているのである。そのような観点から考えると，まず所
有形態によって諸体制を大きく二分し， 配分様式ないし DIM アプローチで細分す
るという手法はホレソフスキーの類型化に通ずるものがある。注47)参照。
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